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YOKOGAWAグループでは、資源の循環的利用を促進

するため、環境負荷の少ない製品、サービスを優先的に

調達・購入しています。独自のガイドラインにより、取

引先様とのパートナーシップを図ることで、グリーン調

達、購入の拡大を進めています。

1. グリーン調達

「環境調和型製品の提供は環境負荷の少ない資材調達

から」との基本的な考えで、2000年にガイドラインを策

定し、取引先様のご理解のもとに、グリーン調達活動を

展開してきました。

2001年度は、取引先様の環境への取り組み状況につい

て、当社と取引額の大きい会社から順に取引総額70％ま

でを選び調査しました。その結果、一般資材業者では

1,305社の内の58社が、協力委託加工業者では343社の内

の35社が調査対象になりました。調査は、企業体質評価

と環境負荷物質評価の2つの側面からで、Ａ、Ｂ、Ｃの

ランク分けをしました。そして、環境貢献度良好なラン

クＡを除きＢ、Ｃ及び新規業者に対して以下の環境負荷

低減措置をとりました。

○環境負荷低減措置

2001年度は、一般資材業者でランクＣと新規業者９社

に対して早期の改善を要請しました。また、協力委託加

工業者でのランクＣの業者と新規業者 23社に対して訪

問指導をしました。この活動はランクＣの会社を見切る

のではなく、取引先様とのパートナーシップを図ること

により、着実なランクアップを促すことにあります。

2. グリーン購入

2001年12月に従来のグリーン購入基準の見直しを行

い、事務用品など間接材製品についてのグリーン購入

ガイドラインを策定し、資材調達から間接材製品購入で

のグリーン化を大きく前進させました。また、インター

ネット上で登録商品を画像で確認できる新たな購入シス

テムも活用し、全社的なグリーン購入の取り組みをして

います。グリーン購入ガイドラインの基本方針は、 環

境負荷の少ない製品・サービスを優先的に購入するこ

と、 環境負荷低減に努める事業者からの購入を優先す

ること、の2つです。その適用範囲は、グリーン購入法

「特定調達品目リスト（14分野101 品目）」に準じました。

ガイドラインに基づいて「環境対応商品判断基準」を

設定すると共に、「購入事業者選定基準」のチェックシート

により、商品毎に環境負荷の低減に努める事業者を選定

しています。1商品1社に絞ることで単価を押さえること

ができ、無駄のない購入が実現しました。

また、グリーン購入率に関しては以下のグリーン購入率

の定義を定めました。

なお、2001年度のグリーン購入率は3サイト（本社工場、

甲府事業所、あきる野事業所）で71.6％でした。
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グリーン購入率＝ 
登録グリーン製品・サービスの購入金額 

間接材製品・サービスの全購入金額 

グリーン調達ガイドライン
グリーン購入ガイドライン

一般資材業者 

協力委託加工業者 

ランクB＝ 

ランクC＝ 

ランクB＝ 

ランクC＝ 

ISO14001認証取得、またはその他の 
マネジメントシステム構築の要請文書を送付 

Bの改善要請に加えて「環境保全協力依頼書」
を送付し、早期改善を要請 

「環境保全協力依頼書」を送付し、 
早期の改善を要請 

Bの改善要請に加えて訪問し 
環境保全の指導 
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京都議定書批准に伴い地球温暖化対策が重要な課題と

なっています。YOKOGAWAグループでは環境経営の柱

として資源循環型経営を推進する中で、省エネに地道な

努力を積み重ねています。

1. エネルギーCO2排出量

18サイトにおけるエネルギーCO2排出量の合計値の

トレンドは図に示す通りです。1990年度の値を基準とし

て、エネルギー管理の徹底により、2001年度は15％の削

減となり、2001年度計画(7.6％)を達成しました。

2. 各サイトにおける代表的取組み

（1）本社工場

本社工場の省エネ分科会では、2001年度に342MWhの

電力消費削減の計画を立て、370MWhの削減を実現しま

した。これを支えた省エネ対策の代表例としてクリーン

ルームの省エネ対策が挙げられます。具体的には、連続

運転の見直し、きめ細かい温度設定、吸気ファンのイン

バータ化による最大回転数の見直しなど、運用管理面で

の改善をしてきました。

この他にも、工場空気圧縮機のインバータ化、熱源変更、

パッケージ省エネ機器の取付けなどを行ないました。

（2）甲府事業所

太陽光発電システム

NEDOとの共同開発事業として、「甲府事業所のテク

ニカルセンター屋上に新形態の太陽光発電システムを設

置すること」が採択され、2002年2月26日に完成しまし

た。このシステムは、高い発電効率・適度な採光・防水

機能・低コスト化を実現したライトスルー型システム

で、太陽電池モジュールは高効率単結晶モジュールを採

用、バックシートに透明フィルムを使用、採光機能を付

加した国内初のモジュールです。このシステムの導入効

果は以下のことが挙げられます。

・クリーンエネルギー発電量：40MWｈ／年

・温暖化防止CO2削減量：15トンCO2／年

・トップライトの採光率：約20％

・夏季需要ピーク時の電力対策：20～30KW使用可

・建設費用のコストダウン：推定約1000万円

統合環境管理システムの運用

電力、水質、大気などの環境負荷の測定・解析がWeb

上で出来る環境負荷計測システムが2001年3月に完成し、

甲府事業所をモデル工場として工場全体の環境負荷を統

合的に計測・監視する実証利用を進めています。特に電

力監視を通じて、省エネの面で、「めっきラインヒータ

立ち上げ時間の見直し」など多くの成果を上げました
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（テクニカルセンター屋上トップライト設置）
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（このシステムについては26頁を参照下さい）。

この他にも生産現場での省エネ活動として、クリーン

ルームの運用管理を省エネの観点でムダをチェックして

改善規定としてまとめたこと、1998年3月に導入した

「工場の廃熱を利用したアルカリ廃液濃縮装置」が2001

年4月に省エネ対策として優れていることで文部科学大

臣表彰を受賞したこと、などがあります。

（3）あきる野事業所第3工場の省エネビル

2001年度の特筆すべきことは、「あきる野事業所第3工

場」が省エネビルとして本格稼動に入ったことが挙げら

れます。このビルは地球環境の保全・省エネに配慮した

建物で、YOKOGAWAグループの「地球環境保全活動」

に大いに貢献するモデル工場となるものです。同ビルの

主な省エネ対策の配慮点としては以下のことが挙げられ

ます。

高断熱：折板屋根部分に高断熱を実現するフレーム

パック工法を採用など

熱的ゾーニング：小部屋等を南側に配置する等して熱

的緩衝帯を実現

採光：窓に熱線反射ガラス・小庇・ブラインドを設け

日射進入率を減少

Hf照明器具（照度制御照明器具）：Hf蛍光灯とHfイン

バータの採用で、消費効率が従来型ラピット式照明

器具に比べて約58％向上

エコウェーブ（電力監視システム）：当社製品の電力

監視装置(エコウェーブ)を工場内に配置して効率的な

電力利用・省エネ対策に活用

人感センサー：赤外線センサーにより在室者の有無等

を検知し、電灯の効率的な点滅・減光・消灯を行なう

潜熱回収温水ボイラ：セラミックスバーナーを採用し

た新しい燃焼システムにより低NOx型ボイラを実現、

大幅な省エネルギーも実現

氷蓄熱：安価な夜間電力でユニット内に氷を生成して

昼間の冷房消費電力を約50％低減

メタシス（総合ビル管理システム）：空調、冷温水温

度・クリーンルーム室内温湿度の監視等を行なう制

御システムの構築によりコスト削減に寄与
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大気や水質の保全は環境保全活動の原点であり、法規

制の遵守はもとより自主的な基準を設けて管理すること

が重要と考えます。YOKOGAWAグループでは自主管理

基準を設け、常時監視を行なっています。

1. 自主管理基準値の設定

環境保全活動を確実に推進するために自主管理基準を

設けています。本社工場では基準値はクラス ～ ま

であり、適切なクラスを選択し適用しています。

2. 大気への排出削減

（１）HCFCの全廃

代替フロンであるHCFC（ハイドロクロロフルオロ

カーボン）はオゾン層破壊につながることから2020年ま

でに全廃することがモントリオール議定書で決まってい

ます。YOKOGAWAグループの6サイトで、プリント基

板や加工部品の洗浄にHCFCを使用していました。2001

年度には無洗浄化技術や代替洗浄技術の確立により本社

工場、甲府事業所、横河レンタ・リースで全廃を達成し

ました。残り3サイトにおいても、2002年度内に全廃で

きる見通しがつきました。

（２）トリクロロエチレン、テトラクロロエチレンの全廃

第２種特定化学物質に指定されているこれらの化学物

質は地下水汚染などの危険性があります。YOKOGAWA

グループでは5サイトで洗浄に使用されていましたが、

2000年度に3サイトで、2001年度には三重事業所で全廃

しました。長野事業所は1998年度比93％削減（目標80%

削減）し、今後全廃に向け取り組んでいきます。

（３）フロン使用設備の廃棄手順

「フロン回収破壊法」の施行に先んじて2000年度に

「フロン使用設備の廃棄手順」を策定し、2001年は

YOKOGAWAグループ各社にこの手順を徹底しました。

この手順は、フロンを使用している設備を明確にし、同

時に廃棄をする時にフロンが漏洩して環境への影響を及

ぼさないような予防の手順を定めたものです。フロン使

用設備の表示、環境管理推進責任者への連絡、処理業者

からの回収証明書、破壊証明書の受領などが示されてい

ます。

3. 水質保全

薬品や重油はタンクローリー車によって運ばれ、タン

クに注入されます。走行中のタンクローリー車からの漏

洩や注入時の漏洩、ホースの破損などにより薬品や重油

が雨水排水路に流れ込み、河川を汚染する恐れがありま

す。こうした事態を想定して、緊急時訓練を実施し改善

事項を見出しています。甲府事業所では、従来、流出し

た場合液体を土嚢で止めるようにしていますが、完璧に

留めることはできません。そこで、敷地外に出る手前に

流出防止ピット（溜めます）を設置しました。そして、

ピット内のpHが4未満、9以上になると警報で知らせま

す。長野事業所では遮断バル

ブを設置しました。これは側

溝に流れ出た液体を止めるた

めのバルブで、タンクロー

リー車を受け入れる時に予め

閉じておき、万一の敷地外流

出を防止します。

41

その基準値は、次の4つのクラスから選択します。 

区 分  基 準 値  

クラス 1

クラス 2

クラス 3

クラス 4

法規制値 × 0.95 を超えない管理 

法規制値 × 0.8 を超えない管理 

法規制値 × 0.5 を超えない管理 

改善によりトレンドデータのピーク値が法規制値1/2 

以下で安定した際の設定値とする 

環境基本法の環境基準値を超えない管理 

大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音で、環境 

基準が決められている。 
（例えば水質の環境基準は法規制値のほぼ１/10）これは、 
自主的管理基準として最終的に到達希望の値である 

流出防止ピット（甲府事業所）

遮断バルブ（長野事業所）
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化学物質は生産技術や製品性能の向上に大きな貢献を

する反面、人間を含む動植物に被害をもたらすリスクが

内在しています。YOKOGAWAグループではこうした事

実を重要視し、化学物質をシステムで管理するとともに

使用の削減に努めています。

1. 化学物質管理システム

化学物質を一元的に管理するために、2000年度に化学

物質管理システムの基本部分を構築し、2001年度からそ

の運用を開始しました。このシステムには後述する化学

物質登録審査を経た化学物質などが登録され、化学物質

のMSDS（化学物質安全性データシート）情報やPRTR

（環境汚染物質排出・移動登録）関連情報などが管理さ

れています。各職場からこれらの情報を得ることができ

るようになっています。

2. 化学物質登録審査制度

事業活動に直接あるいは間接的に使用する全ての化学

物質でメーカーがMSDSを発行している品目を対象に、

新規に化学物質を採用する際に審査委員会の承認を必要

とする制度です。使用者は当該化学物質が既に登録され

ているか否か部品情報システムで確認し、登録されてい

なければ審査委員会に申請します。申請書には化学物質

の使用目的や使用場所、年間使用量の他、法規制や管理

基準、製造元情報などを書き込みます。審査委員会では

審査し、承認の際は、その化学物質の規制情報や使用に

当っての職場の義務（作業環境測定、健康診断、安全教

育、入出庫管理など）を記載し申請者に戻します。

化学物質の登録については新規物質だけでなく既存品

についても登録作業を進めています。その対象職場は化

学処理ラインや生産技術の分析・実験職場だけでなく、

機械加工ラインや組立ラインまで幅広く対象としていま

す。2002年3月末現在、既存化学物質を含め約400物質が

登録されています。

3.   PRTR

YOKOGAWAグループでは1998年よりPRTR制度に対

応した化学物質管理を行なっています。

国内のサイトでPRTR法の対象となる物質を使用してい

るサイトは9サイトですが、PRTR法で規定する年間使用

量5トン以上（当初2年間の経過措置）使用しているサイ

トはありません。

新規化学物質に適用 化学物質の使用 

申請書 

審査・発番 

環境負荷設備物質の 
法等適合性確認 

購入品仕様作成 

書類作成 

承　認 

使用開始 

登録されているか 

YES YES

NO

NO

管 理 区 分  

使用禁止物質 

重点管理物質 

削減対象物質 

物 質 名  

9種（特定臭気系難燃材・四塩化炭素など） 

12種（トリクロロエチレン・テトラクロロエチレン・ 
　　　　六価クロム化合物など） 

37種（有機リン化合物・フタル酸塩・フッ化水素など） 

化学物質管理システム概念図

登録審査制度の流れ

化学物質の規制区分

承認 

審査 

照合 

管理部署 

化
学
物
質
登
録
審
査
制
度 

ネットワークサーバー 

MSDS 
データ 
ベース 

DB

･YーMSDS検索 
･集計システム 

ネットワーク 

PRTR
行政 

報告／届出 

•メーカーからの 
MSDS

PRTR物質 
装置別排出フロー 

生産技術部署 申請部署 関連会社 製造部署 
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循環型社会の構築に貢献するためには、自らの生産活

動から排出される廃棄物を限りなくゼロに近づけなけれ

ばなりません。YOKOGAWAグループでは1998年から

ゼロエミッション活動を開始し、埋立廃棄物ゼロ、焼却

廃棄物ゼロを目指し、YOKOGAWAグループに展開して

います。

1. ゼロエミッションに向けた取り組み

YOKOGAWAグループではゼロエミッションを「廃棄

物総発生量の99％以上を循環資源化する」ことと定義し

ています。循環資源化されない廃棄物は、埋立（金属・

プラスチック混合くずなど）、焼却（生活ごみ、廃油な

ど）、化学処理廃液（廃酸、廃アルカリなど）に区分し

ています。そこで、ゼロエミッションに向けた取り組み

の第１ステップとして埋立廃棄物ゼロの活動を開始しま

した。手作業による分解と徹底分別に加え、固形燃料化、

ガス化溶融炉による再資源化により2000年度に本社工

場、2001年度には甲府事業所、あきる野事業所で埋立廃

棄物ゼロを達成しました。

次のステップとしては、焼却廃棄物ゼロと化学処理廃

液の削減に取り組みます。本社工場の焼却廃棄物削減の

一例として、2001年8月より、吸い殻を直接水の中に捨

てるのではなく、一度容器外に設置されたボトルの水で

消して容器に捨てるようにしました。この取り組みに

よって年間20トン（吸い殻＋水）の焼却廃棄物が6トン

に削減しました。化学処理廃液の削減は、使用量の削減、

液の長寿命化、濃縮化を組み合わせて実現します。

2. 廃棄物排出量と循環資源化率

2001年の廃棄物削減の目標は1995年比58.6％削減でし

たが、ゼロエミッションに向けた活動の結果60.3％の削

減となり目標を達成しました。循環資源化率は74.9％と

なりました。ちなみに本社工場の循環資源化率が96.7％

です。

横河電機ゼロエミッションの定義 

区　分 処　理 法分類 廃棄物の種類 

廃
棄
物
総
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生
量 

循
環
資
源
化
量 

廃
棄
物
排
出
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循環資源 

化学処理廃液 

焼却廃棄物 

埋立廃棄物 

一般 

一般 

産廃 

産廃 

特管 

特管 

特管 

特管 

紙類、梱包材(段ボール） 

生活ごみ、梱包材(木） 

金属類 

生産ごみ 

ガラス類 

有害物質(水銀、半田くず） 

有害物 (廃酸、廃アルカリ） 

生活ごみ(吸ガラ、落ち葉） 

梱包材（混合木くず） 

油脂（廃油）、他（感染性廃棄物） 

金属混合くず 

プラスチック混合 

廃石綿（アスベスト）　 
・残り１％の内容：循環資源化するために環境負荷が著しく増大するもの,または循環 
　資源化が困難なもの(感染性廃棄物、アスベスト、蛍光灯 . . 等） 
・一時保管のPCBは廃棄処理時点で廃棄物排出量にカウント 

ゼロエミッションとは廃棄物総発生量の 
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廃棄物排出量のトレンド

循環資源化のトレンド（本社工場）
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3. 廃棄品の有償化

本社工場ではリサイクルセンターに持ち込まれる家電

品やOA機器、測定器などの廃棄品を有償化しました。

これは、捨てるということよりも修理して再利用するこ

とを推進し、廃棄品そのものの削減を推進することを目

的としています。単価は家電４品目は法令指定料金、コ

ピー機3,000円、パソコン2,000円、扇風機1,000円などで、

廃棄する職場が負担します。これらの解体・分別作業は、

*横河ファンドリーが行なっています。

4. 国母工業団地のゼロエミッション推進

国母工業団地にある甲府事業所は、ゼロエミッション

活動のリーダーとして活動をしています。これまで、廃

棄物の量を極力少なくする（源流削減）仕組みを作り、

廃棄物を共同で回収し、再利用・再資源化に取り組んで

きました。現在、第５ステップ（下図参照）のガス化溶融

炉によるエネルギー・資源の回収を検討し、山梨県と早

期実現を目指し協議をしています。最終的には使用済み

製品を回収し、解体して再利用・再資源化する施設を視

野にいれています。

自動車輸送での二酸化炭素や大気汚染物質の排出、梱

包材の廃棄など物流段階においても大きな環境負荷を与

えています。YOKOGAWAグループでは効率的な輸送体

制や梱包材の改良、無梱包などによって物流段階での環

境負荷低減に取り組んでいます。

1. 臨時便の削減

定期便（トラック）に加えて必要に応じて臨時便を走

らせていました。輸送効率が悪いばかりでなく、環境へ

の負荷も小さくないことから臨時便の削減に取り組みま

した（あきる野事業所、青梅事業所、八王子事業所）。

2000年度には３事業所で合計67便がありましたが、2001

年度にはわずか１便となり、コストも303万円削減する

ことができました。

2. グリーン梱包

（１）フィルム・クッション

フィルム・クッションは段ボール製の枠に柔らかくて

丈夫なフィルムを貼り付け、製品を挟んで宙に浮かせる

状態で衝撃を吸収するものです。発泡スチロール削減に

寄与しています。2001年度には新たに15の製品に適用し、

現在43の製品に採用されています。

（２）通いコンテナ

繰り返し使用できる梱包材が通いコンテナです。ふた

付の透明のプラスチック製のコンテナと緩衝材（底敷き板

と棒状）で構成されています。通いコンテナの回収運送費

はYOKOGAWAグループが負担します。

通いコンテナ

＊横河ファンドリー：障害者雇用促進法に基づき設立した特例子会社
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23社の古紙集団回収システム 

廃プラ、木屑等の集団回収 

社員食堂の生ごみ集団回収とコンポスト化 

パルプモールド成型 

ガス化溶融炉導入による 
ゼロエミッション達成 

廃酸・廃アルカリ等の化学処理 

廃製品解体工場 

国母工業団地のリサイクルシステム


